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８ 精 監 査 第 ６ 号

令和８年８月１４日

精華町長 杉浦 正省 様

精華町監査委員 井 上 直 樹

同 青 木 敏

令和７年度精華町一般会計及び特別会計歳入歳出決算並びに基金運用状況

審査意見について

地方自治法第２３３条第２項及び第２４１条第５項の規定により審査に付された

令和７年度精華町一般会計及び各特別会計（地方公営企業法の適用を受ける事業の

特別会計を除く。）歳入歳出決算並びに基金運用状況について審査したので、次の

とおり意見を提出します。

第１ 審査の期間

令和８年６月１９日から８月１４日まで

第２ 審査の対象

１ 一般会計及び特別会計決算

令和７年度精華町一般会計歳入歳出決算

令和７年度精華町国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算

令和７年度精華町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算

令和７年度精華町介護保険事業特別会計歳入歳出決算

上記各会計歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する

調書及び財産に関する調書

２ 基金運用状況

用品調達基金運用状況調書
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第３ 審査の手続

町長から提出された令和７年度一般会計及び３事業特別会計決算書類並びに

基金運用状況調書について、抽出的に関係帳簿と照合するとともに、形式の審

査及び計数の確認を行った。また、予算に定める目的に従って事業や事務が最

も効果的、経済的かつ合法的に執行されているか、及び財政の運営は適切であ

るかについて、関係職員に説明を求め、審査を行った。

第４ 審査の結果

１ 審査に付された各会計の決算書類及び基金運用状況調書は、前記により審査

した限りにおいて、地方自治法その他関係法令に従って作成され、その計数は

正確であり、一般会計及び特別会計並びに基金の状況を適正に表示しているも

のと認める。

２ 予算の執行、事業の執行、経理事務及び財産の管理など財務に関する事務の

執行は、前記により審査した限りにおいて、地方自治法その他関係法令に従い、

適正に処理されているものと認める。

第５ 補足意見

１ 令和７年度一般会計決算について

実質収支は196,417千円の黒字であり、令和６年度の実質収支額や当年度の

積立金、繰上償還額及び財政調整基金取崩額を考慮した実質単年度収支は

396,692千円の赤字である。当年度における財政調整基金取崩額は362,575千円

で、地方債発行額は1,639,300千円であり、前年度の906,493千円に比較して約

81％増加している。

財政構造の弾力性を示す経常収支比率は、前年度より3.1ポイント悪化し、

当年度は102.6％となっているが、地方債の償還が徐々に減少していることも

あり、地方債残高比率、実質公債費比率、実質債務残高比率等の主な財務指標

の多くが良化している。しかし、標準財政規模に対する財政調整基金の割合が

依然十分とは言えず、また、各種施設、設備、機器等の老朽化が進んでいる。

これらの更新や維持管理に係る費用も考慮すれば、厳しい財政運営が当面続く

状況であることに変わりはない。

一方で、前年以降、政策金利の引き上げが続く日本銀行の金融政策等による

経済状況の変化を十分に注視することが必要である。また、施設等については

「精華町公共施設等総合管理計画」に基づいた長寿命化を図りつつ、計画的な

事業運営を行っていく必要がある。
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２ 債権管理について

平成２９年４月に債権管理担当部署として財政課管理係が設置された。現在

は財政課財政第２係を中心として、各所管課間の滞納債権への対応に関する情

報共有など、全庁的な検討や取組が継続的に進められている。その結果、多く

の債権について、債務者の状況整理や督促、時効期間が経過した公債権の不納

欠損処理、滞納処分などが着実に実行されているところである。

そうした中、財務に関する事務として、各課からヒアリングした令和７年度

決算時点における滞納債権の状況は以下のとおりである。

（単位：円）

ヒアリング課 債権種別 債権の名称 現年分 滞納繰越分 合計

税務課
強制徴収公債

権
町税 21,057,022 16,047,116 37,104,138

税務課
強制徴収公債

権
町税（督促手数料） 124,600 155,098 279,698

税務課
強制徴収公債

権
国民健康保険税 17,646,556 16,582,379 34,228,935

税務課
強制徴収公債

権

国民健康保険税（督

促手数料）
99,500 91,712 191,212

国保医療課
強制徴収公債

権

後期高齢者医療保険

料（普通徴収、特別

徴収）

1,947,583 796,021 2,743,604

国保医療課
強制徴収公債

権

後期高齢者医療保険

料（督促手数料）
8,900 7,600 16,500

国保医療課 私債権
医療費助成金返還金

（障害）
－ 135,200 135,200

社会福祉課 私債権 くらしの資金貸付金 10,000 6,380,600 6,390,600

社会福祉課 私債権 世帯更生資金貸付金 － 8,233,600 8,233,600

高齢福祉課
強制徴収公債

権

介護保険料（普通徴

収、特別徴収）
1,740,679 1,737,701 3,478,380

高齢福祉課
強制徴収公債

権

介護保険料（督促手

数料）
18,400 20,700 39,100

子育て支援課
強制徴収公債

権

利用者負担額（保育

料）
－ － －

子育て支援課
非強制徴収公

債権

放課後児童クラブ利

用料
84,000 91,000 175,000

子育て支援課 私債権
放課後児童対策事業

協力金
－ 623,000 623,000

子育て支援課 私債権 副食費 － － －

検査住宅課 私債権 住宅使用料 1,607,600 28,376,272 29,983,872

検査住宅課 私債権 駐車場使用料 － － －

検査住宅課 私債権 住宅共益費 － 10,400 10,400

検査住宅課 私債権 損害金 － 153,292 153,292

学校教育課 私債権 学校給食費 － 22,000 22,000

合計（令和７年度） 44,344,840 79,463,691 123,808,531

合計（令和６年度） 34,463,904 76,611,881 111,075,785

合計（令和５年度） 32,757,676 76,035,306 108,792,982
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※令和７年度不納欠損額 3,718,346円

令和６年度不納欠損額 2,534,781円

令和５年度不納欠損額 3,763,724円

債権の徴収率は、現年分が99.5％、滞納繰越分が24.6％、全体としては98.

6％となっている。財政課管理係が設置された平成２９年度における債権の徴

収率は、現年分が99.3％、滞納繰越分が24.5％、全体としては97.1％であった。

平成２９年度と比較して、当年度の現年分は0.2ポイント、滞納繰越分は0.1ポ

イント上昇し、全体としては1.5ポイント上昇した。

債権管理については、過去からの滞納債権の回収とともに、滞納債権の発生

を防止する観点から現年分の債権の確実な徴収という両面が重要である。

また、特に滞納繰越分の回収が進捗していない私債権については、滞納債権

への対応方法を全庁的に検討すべき状況にもある。

過去からの累積である私債権の滞納債権額は増加傾向にあり、当年度は

45,551,964円である。必要な措置を講じたにもかかわらず回収が困難な滞納債

権の不納欠損処理を進めるべきであるが、令和５年度以降、不納欠損は行われ

ていない。

（単位：円）

令和７年度 平成２９年度 増減

現年分 99.5％ 99.3％ 0.2

滞納繰越分 24.6％ 24.5％ 0.1

全体 98.6％ 97.1％ 1.5

令和７年度（私債権のみ）

現年分 95.2％

滞納繰越分 1.3％

全体 42.0％

令和７年度 令和６年度 令和５年度

滞納債権額 45,551,964 44,527,469 43,771,354

不納欠損額 0 0 0

不納欠損件数 0 0 0
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他団体における滞納債権への対応に関する情報収集及び各所管課間の情報共

有に加えて、不納欠損処理を進めるための債権管理マニュアル作成、債権管理

条例の制定、債権管理のノウハウをもつ職員の配置など、全庁体制で滞納債権

の回収と発生防止のための制度整備等を引き続き検討する必要がある。

第６ 決算の概要

１ 一般会計

⑴ 決算の状況

歳入歳出決算状況は、次表のとおりである。

（単位：千円）

※１ 経常収支比率、実質公債費比率、公債費及び町債現在高については、普通会計を基準

として算出した数値である。

※２ 経常収支比率の（ ）内の数値は、臨時財政対策債等を除いた場合のものである。

歳入総額は18,624,797千円で、前年度と比較して1,410,107千円（8.2％）

増加し、歳出総額は18,314,020千円で、前年度と比較して1,513,818千円（9.

0％）増加した。

令和７年度 令和６年度 令和５年度

歳 入 18,624,797 17,214,690 16,244,948

歳 出 18,314,020 16,800,201 16,034,405

歳 入 歳 出 差 引 額 310,777 414,488 210,543

翌 年 度 繰 越 財 源 114,359 182,795 44,026

実 質 収 支 196,417 231,694 166,517

単 年 度 収 支 △35,277 65,177 △6,222

積 立 金 1,160 196 92

繰 上 償 還 － － －

財政調整基金取崩額 362,575 245,118 －

実 質 単 年 度 収 支 △396,692 △179,745 △6,130

経 常 収 支 比 率
102.6%

（102.6%）

99.5%
（99.9%）

97.3%
（98.2%）

実 質 公 債 費 比 率
（ ３ か 年 平 均 ） 9.2％ 9.8％ 10.2％

公 債 費 1,496,110 1,496,426 1,522,040

町 債 現 在 高 13,595,506 13,398,715 13,940,094



- 6 -

実質収支は196,417千円、単年度収支は35,277千円の赤字であったが、単

年度収支から財政調整基金取崩額362,575千円等を控除した実質単年度収支

は396,692千円の赤字であった。

経常収支比率は102.6％で、前年度と比較して3.1ポイント上昇している。

町債残高は13,595,506千円で、前年度と比較して196,791千円（1.5％）増

加した。地方債残高比率は138.1％で、令和３年度と比較して24.2ポイント

下降し、実質債務残高比率は149.3％で、令和３年度と比較して30.5ポイン

ト下降した。

基金（普通会計ベース）は、全体で見ると、763,610千円の取崩しを行っ

た一方で、積立ては417,839千円であり、５月３１日を基準とした年度末残

高は2,555,047千円で、前年度と比較して345,770千円（11.9％）減少した。

その年度末残高の内訳は、財政調整基金が791,903千円で、減債基金が200,3

61千円で、その他特定目的基金が1,562,783千円であり、財政調整基金は前

年度から209,715千円（20.9%）減少しており、標準財政規模（9,843,090千

円）に対する財政調整基金の割合は8.0%である。
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⑵ 歳入

ア 歳入全般

決算状況は、次表のとおりである。

予算現額(A) 決算額(B) 構成比 予算比較(B)-(A) 決算額(C) 構成比 金額(B)－(C) 率
千円 千円 ％ 千円 千円 ％ 千円 ％

町税 7,000,666 7,023,929 37.7 23,263 6,860,858 39.9 163,071 2.4

地方譲与税 99,154 99,154 0.5 0 97,488 0.6 1,666 1.7

利子割交付金 13,584 13,584 0.1 0 3,513 0.0 10,071 286.7

配当割交付金 76,116 76,116 0.4 0 75,590 0.4 526 0.7

株式譲渡所得
割交付金

112,452 112,452 0.6 0 94,006 0.5 18,446 19.6

法人事業税交付
金

71,400 71,400 0.4 0 71,216 0.4 184 0.3

地方消費税交
付金

902,768 910,808 4.9 8,040 843,409 4.9 67,399 8.0

環境性能割交付
金

20,145 20,145 0.1 0 21,658 0.1 △1,513 △ 7.0

国有提供施設等所在市
町村助成交付金 71,072 71,072 0.4 0 70,594 0.4 478 0.7

地方特例交付
金

32,657 32,657 0.2 0 208,159 1.2 △175,502 △ 84.3

地方交付税 2,031,669 2,031,669 10.9 0 2,210,409 12.8 △178,740 △ 8.1

交通安全対策
特別交付金

2,511 2,511 0.0 0 2,353 0.0 158 6.7

分担金及び負
担金

4,973 4,965 0.0 △8 418 0.0 4,547 1087.4

使用料及び手
数料

811,466 816,822 4.4 5,356 802,171 4.7 14,650 1.8

国庫支出金 3,563,277 3,256,520 17.5 △306,758 2,468,707 14.3 787,813 31.9

府支出金 1,093,640 1,076,348 5.8 △17,292 1,008,880 5.9 67,468 6.7

財産収入 16,191 16,198 0.1 7 3,804 0.0 12,395 325.8

寄附金 91,539 91,540 0.5 1 340,540 2.0 △249,000 △ 73.1

繰入金 778,101 777,432 4.2 △669 754,631 4.4 22,801 3.0

繰越金 262,795 262,795 1.4 0 124,026 0.7 138,769 111.9

諸収入 155,704 164,100 0.9 8,396 245,766 1.4 △81,666 △ 33.2

町債 2,914,680 1,692,580 9.1 △1,222,100 906,493 5.3 786,087 86.7

 計 20,126,560 18,624,797 100.0 △1,501,763 17,214,690 100.0 1,410,107 8.2

令和７年度 令和６年度 対前年度増減
区　　分
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歳入全体の収入率は、予算現額20,126,560千円に対し92.5％であり、前

年度の95.6％より3.1ポイント下降した。

町税は7,023,929千円で、前年度と比較して163,071千円（2.4％）増加

した。その詳細は、後述する。

各種交付金譲与税（地方譲与税・利子割交付金・配当割交付金・株式等

譲渡所得割交付金・地方消費税交付金・自動車税環境性能割交付金・法人

事業税交付金・地方特例交付金・交通安全対策特別交付金）は1,338,827

千円で、地方特例交付金（32,657千円）の減少などにより、前年度と比較

して78,565千円（5.5％）減少した。

地方交付税は、普通交付税、特別交付税をあわせて2,031,669千円で､前

年度と比較して178,740千円（8.1％）減少した。普通交付税は1,871,628

千円で、前年度と比較して105,150千円（5.3％）減少した。

国庫支出金は3,256,520千円で、防衛施設周辺民生安定施設整備事業補

助金（665,002千円）の増加などにより、前年度と比較して787,813千円

（31.9％）増加した。

財産収入は16,198千円で、物品売払収入金（5,755千円）の増加などに

より、前年度と比較して12,395千円（325.8％）増加した。

寄附金は91,540千円で、開発関連協力金（212,550千円）の皆減などに

より、前年度と比較して249,000千円（73.1％）減少した。

繰入金は777,432千円で、財政調整基金繰入金（362,575千円）、減債基

金繰入金（170,317千円）の増加などにより、前年度と比較して22,801千

円（3.0％）増加した。

繰越金は262,795千円で、防災保健センター整備事業の逓次繰越繰越金

（102,540千円）の皆増などにより、前年度と比較して138,769千円（111.

9％）増加した。

町債は1,692,580千円で、打越台グラウンド再整備・防災受援施設整備

事業（第1期工事）（144,800千円）の皆増などにより、前年度と比較して

786,087千円（86.7％）増加した。
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イ 町税

町税の決算状況は、次表のとおりである。

（ ）内は令和６年度 （単位:千円･％）

町税全体の決算状況を見ると、予算現額7,000,666千円に対し、調定額

は7,062,334千円で、収入済額は7,023,929千円で､不納欠損額は1,657千円

で､収入未済額は37,104千円であった。

現年課税分を見ると、調定額は7,030,690千円で、前年度と比較して16

7,757千円（2.4％）増加し、収入済額は7,009,913千円で、前年度と比較

して162,620千円（2.4％）増加した。

滞納繰越分を見ると、調定額は31,644千円で、前年度と比較して1,539

千円（5.1％）増加し、収入済額は14,016千円で、前年度と比較して451千

円（3.3％）増加した。

徴収率は、現年課税分が99.7％で、前年度と比較して0.1ポイント下降

し、滞納繰越分が44.3％で、前年度と比較して0.8ポイント下降し、全体

としては99.5％で、前年度と同率となった。

税目別に収入状況を見ると、個人町民税は2,507,912千円で、前年度と

比較して257,454千円（11.4％）増加し、法人町民税は610,285千円で、前

年度と比較して408,669千円（40.1％）減少し、固定資産税は3,295,716千

円で、前年度と比較して309,929千円（10.4％）増加した。

調定額 収入済額 徴収率 調定額 収入済額 徴収率 調定額 収入済額 徴収率

2,513,657 2,501,666 99.5 11,834 6,246 52.8 2,525,492 2,507,912 99.3 

(2,248,114) (2,243,107) (99.8) (14,387) (7,351) (51.1) (2,262,501) (2,250,458) (99.5)

608,795 608,560 100.0 5,857 1,725 29.5 614,652 610,285 99.3 

(1,022,216) (1,018,763) (99.7) (2,595) (191) (7.4) (1,024,811) (1,018,954) (99.4)

固定資産税 3,289,948 3,283,343 99.8 10,622 4,818 45.4 3,300,569 3,288,161 99.6 

(純固定資産税） (2,979,208) (2,973,633) (99.8) (9,889) (4,635) (46.9) (2,989,097) (2,978,268) (99.6)

固定資産税 7,555 7,555 100.0 0 0 - 7,555 7,555 100.0 

(交付金） (7,519) (7,519) (100.0) (0) (0) - (7,519) (7,519) (100.0)

軽自動車税 6,445 6,445 100.0 0 0 - 6,445 6,445 100.0 

(環境性能割) (6,157) (6,157) (100.0) (0) (0) - (6,157) (6,157) (100.0)

軽自動車税 85,384 84,665 99.2 1,585 371 23.4 86,969 85,036 97.8 

（種別割） (83,066) (82,441) (99.2) (1,503) (468) (31.1) (84,570) (82,909) (98.0)

114,412 114,412 100.0 0 0 - 114,412 114,412 100.0 

(115,074) (115,074) (100.0) (0) (0) - (115,074) (115,074) (100.0)

404,493 403,267 99.7 1,747 856 49.0 406,240 404,122 99.5 

(401,580) (400,599) (99.8) (1,729) (920) (53.2) (403,309) (401,520) (99.6)

7,030,690 7,009,913 99.7 31,644 14,016 44.3 7,062,334 7,023,929 99.5 

(6,862,933) (6,847,293) (99.8) (30,105) (13,565) (45.1) (6,893,038) (6,860,858) (99.5)

現年課税分 滞納繰越分 計
区　　分

 町民税　
（個人）

 町民税　
（法人）

町たばこ税

都市計画税

合　　計



- 10 -

⑶ 歳出

決算状況は、次表のとおりである。

歳出全体の執行率は、予算現額20,126,560千円に対し91.0％であり、前年

度の93.3％より2.3ポイント下降した。

総務費は3,325,207千円で、庁舎4階利活用整備工事（300,368千円）の増

加などにより、前年度と比較して23,628千円（0.7％）増加した。

民生費は6,755,456千円で、児童手当給付事業（727,400千円）の増加など

により、前年度と比較して747,268千円（12.4％）増加した。

衛生費は1,622,386千円で、防災保健センター新築工事（578,957千円）の

増加などにより、前年度と比較して221,015千円（15.8％）増加した。

農林水産業費は178,546千円で、農業用ため池防災減災対策事業（47,112

千円）の増加などにより、前年度と比較して49,413千円（38.3％）増加した。

商工費は77,832千円で、商工会助成（一般事業分）（13,000千円）の増加

などにより、前年度と比較して7,496千円（10.7％）増加した。

土木費は1,512,333千円で、公共下水道事業特別会計繰出金（539,513千円）

の減少などにより、前年度と比較して150,525千円（9.1％）減少した。

消防費は886,763千円で、京都府南部消防指令センター共同整備負担金（1

21,752千円）の増加などにより、前年度と比較して263,237千円（42.2％）

増加した。

教育費は2,251,355千円で、打越台グラウンド再整備・防災受援施設整備

事業(第1期工事)（228,760千円）の増加などにより、前年度と比較して290,

451千円（14.8％）増加した。

予算現額(A) 決算額(B) 構成比 予算比較(A)-(B) 決算額(C) 構成比 金額(B)－(C) 率
千円 千円 ％ 千円 千円 ％ 千円 ％

 議会費 154,806 154,752 0.8 54 145,881 0.9 8,871 6.1

 総務費 3,656,389 3,325,207 18.2 331,182 3,301,579 19.7 23,628 0.7

 民生費 6,813,427 6,755,456 36.9 57,971 6,008,189 35.8 747,268 12.4

 衛生費 1,649,982 1,622,386 8.9 27,596 1,401,371 8.3 221,015 15.8

 農林水産業費 223,101 178,546 1.0 44,555 129,133 0.8 49,413 38.3

 商工費 77,841 77,832 0.4 9 70,336 0.4 7,496 10.7

 土木費 1,867,486 1,512,333 8.3 355,153 1,662,858 9.9 △ 150,525 △ 9.1

 消防費 913,409 886,763 4.8 26,646 623,526 3.7 263,237 42.2

 教育費 3,218,143 2,251,355 12.3 966,788 1,960,904 11.7 290,451 14.8

 災害復旧費 0 0 0.0 0 0 0.0 0 -

 公債費 1,549,391 1,549,390 8.5 1 1,496,426 8.9 52,964 3.5

 予備費 2,585 0 0.0 2,585 0 0.0 0 -

 計 20,126,560 18,314,020 100.0 1,812,540 16,800,201 100.0 1,513,818 9.0

令和７年度 令和６年度 対前年度増減
区　　分
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資 料

◎ 令和７年度の各科目（款）における主な普通建設事業

（単位：千円）

※事業費については普通建設事業費分である。

◎ 性質別歳出内訳表

（単位：千円）

※本表は、普通会計を基準とした数値に基づくものである。

決算額 構成比（％） 決算額 構成比（％）

人件費 4,225,679 23.9 3,906,086 24.0 

物件費 2,964,887 16.7 2,638,869 16.2 

維持補修費 24,191 0.1 60,061 0.4 

扶助費 3,265,521 18.4 3,340,403 20.5 

補助費等 1,466,722 8.3 1,435,817 8.8 

小計 11,947,000 67.4 11,381,236 69.9 

普通建設事業費 2,809,750 15.9 1,781,020 11.0 

災害復旧事業費 - - - -

失業対策事業費 - - - -

小計 2,809,750 15.9 1,781,020 11.0 

公債費 1,496,110 8.5 1,496,426 9.2 

積立金 266,139 1.5 485,271 3.0 

投資及び出資金・貸付金 - - - -

繰出金 1,193,330 6.7 1,116,051 6.9 

小計 2,955,579 16.7 3,097,748 19.1 

17,712,329 100.0 16,260,004 100.0 

令和７年度 令和６年度

合計

区　分

消費的
経　費

投資的
経  費

その他
の経費

区 分 事 業 名 称 事 業 費

総務費
庁舎長寿命化利活用事業 344,682

庁内デジタル化推進事業 59,510

衛生費 防災保健センター整備事業 6,628,366

教育費

体育施設等運営事業 124,545

打越台グラウンド再整備・防災受援施設整備事業

(第１期工事)
228,745
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２ 特別会計

⑴ 国民健康保険事業特別会計

決算状況等は、次のとおりである。

（被保険世帯数及び被保険者数は月別年度平均数） （単位：千円）

決算額は、歳入2,991,452千円、歳出2,865,118千円で、前年度と比較して、

歳入が182,162千円（5.7％）減少、歳出が87,617千円（3.0％）減少となっ

た。歳入歳出差引額は126,334千円の黒字となり、前年度繰越額等を考慮す

ると、実質単年度収支額は94,360千円の赤字となっている。

区　　　　　分 令和７年度 令和６年度 増減 増減率（％）

 歳入総額 2,991,452 3,173,614 △ 182,162 △ 5.7

 歳出総額 2,865,118 2,952,736 △ 87,617 △ 3.0

 歳入歳出差引額(A) 126,334 220,878 △ 94,545 △ 42.8

 前年度繰越額(B) 220,878 231,412 △ 10,534 △ 4.6

 財政調整基金取崩額(C) 0 0 0 -

 財政調整基金積立金(D) 185 27 158 586.0

 繰入充用額 0 0 0 -

 繰上充用額 0 0 0 -

 実質単年度収支額
　　　 (A-B-C+D)

△ 94,360 △ 10,507 △ 83,853 798.1

 被保険世帯数 3,642世帯 3,726世帯 △84世帯 △ 2.3

 被保険者数 5,455人 5,654人 △199人 △ 3.5
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国民健康保険税徴収状況

(医療給付費分)

（単位：千円）

(介護納付金分)

（単位：千円）

(後期高齢者支援金分)

（単位：千円）

国民健康保険税収入額は、医療給付費分が435,495千円で、前年度と比較

して585千円（0.1％）増加、介護納付金分が42,473千円で、前年度と比較し

て1,591千円（3.9％）増加、後期高齢者支援金分が140,088千円で、前年度

と比較して890千円（0.6％）増加している。

調定額 収入額 徴収率(％) 調定額 収入額 徴収率(％)

現年 　　
度分

140,358 136,943 97.6 138,693 135,947 98.0 

過年 　　
度分

1,255 856 68.2 894 621 69.5 

滞納
繰越分

6,074 2,289 37.7 5,975 2,630 44.0 

計 147,687 140,088 94.9 145,562 139,198 95.6 

令和７年度 令和６年度
区分

調定額 収入額 徴収率(％) 調定額 収入額 徴収率(％)

現年 　　
度分

42,718 41,069 96.1 40,702 39,462 97.0 

過年 　　
度分

703 361 51.4 456 225 49.5 

滞納
繰越分

2,874 1,043 36.3 2,706 1,195 44.2 

計 46,295 42,473 91.7 43,863 40,882 93.2 

令和７年度 令和６年度
区分

調定額 収入額 徴収率(％) 調定額 収入額 徴収率(％)

現年
度分

436,088 425,507 97.6 433,183 424,654 98.0

過年
度分

3,964 2,710 68.4 2,835 1,967 69.4

滞納
繰越分

19,060 7,278 38.2 18,802 8,289 44.1

計 459,112 435,495 94.9 454,820 434,910 95.6

令和７年度 令和６年度
区分
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国保税、療養諸費及び高額療養費の決算状況

療養給付費及び療養費は、前年度と比較して、95,136千円（5.4％）減少

している。また、療養給付費及び療養費と高額療養費を合わせると1,905,01

2千円となり、前年度と比較して109,207千円（5.4％）減少している。

⑵ 後期高齢者医療特別会計

決算状況は、次のとおりである。

（単位：千円）

決算額は、歳入782,741千円、歳出756,725千円で、前年度と比較して、歳

入が57,675千円（8.0％）増加、歳出が56,056千円（8.0％）増加となった。

前年度と比較し、歳入では、後期高齢者医療保険料が45,440千円（7.7％）

増加、歳出では、後期高齢者医療広域連合納付金が51,695千円（7.5％）増

加している。

区　分 令和７年度 令和６年度 令和５年度 令和４年度 令和３年度

　歳入総額 782,741 725,066 643,351 590,748 548,531

　歳出総額 756,725 700,669 621,766 570,339 533,054

　差引額 26,016 24,397 21,585 20,408 15,477

5,455人

現年調定額(過年度分含む) 625,084,800円

現年徴収額(過年度分含む) 607,445,544円

徴 収 率 97.2％

一人当たりの国保税 114,589円

1,679,477,645円

225,534,470円

1,905,012,115円

被保険者数（月別年度平均数）

療養給付費及び療養費

高 額 療 養 費

療養諸費及び高額療養費計

国
保
税
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⑶ 介護保険事業特別会計

決算状況は、次のとおりである。

（単位：千円）

決算額は、歳入2,993,293千円、歳出2,953,746千円で、前年度と比較して、

歳入が101,357千円（3.3％）減少、歳出が93,891千円（3.1％）減少となっ

た。

前年度と比較して、歳入が減少したのは、繰越金が206,431千円（81.5％）

減少したことなどによる。また、歳出が減少したのは、基金積立金が167,36

9千円（86.4％）、償還金及び還付加算金が38,634千円（64.1％）減少した

ことなどによる。

３ 基金の運用状況（用品調達基金）

本基金は、用品の集中購入を実施することにより、用品の取得及び管理に関

する事務を円滑かつ効率的に行うことを目的として、昭和５９年４月に設けら

れたもので、基金の総額は3,500千円である。

当年度の運用状況は以下のとおりである。

（単位：円）

※用品欄の増加は購入額を、減少は払出原価を示す。

区　分 令和７年度 令和６年度 令和５年度 令和４年度 令和３年度

　歳入総額 2,993,293 3,094,650 3,005,294 2,945,395 2,859,509

　歳出総額 2,953,746 3,047,637 2,751,849 2,752,320 2,673,728

　差引額 39,547 47,013 253,445 193,075 185,781

増加 減少

用品 Ａ 228,790 1,575,332 1,804,122 0 

現金 Ｂ 3,271,210 1,851,036 1,622,246 3,500,000 

未払金 Ｃ 0 0 0 0 

未収金 Ｄ 0 0 0 0 

3,500,000 - - 3,500,000 

運用額

基金
Ａ+Ｂ-Ｃ+Ｄ

区分 前年度末残高 当年度末現在高


